
出者に対する訪問保個指導  

（公費負担措置周知）  
広報誌．ポスター等による広報  

婚姻届．妊娠届時，個別訪問時の周  

9  栃木県  分娩機能を有する救急医療絶間にお  分娩機能を有する救急医僚機闇は、1  とられている   周産期医療に係る医療体制が構築されている  産科に係る搬送症例の検証は行って  各病院・診療所における常勤医師数、分  把握していない   早期の妊娠届出の励行や．妊娠届出時に母子健康手帳の配付に併せて妊婦   平成19年10月現在の栃木県内市町における娃  
いては約92％の医療機関で確保され  いない 今後の検討謙語である  娩件数について把握している  健診の受診を奨励するとともに、妊婦健診費用の負担を軽減するめ、公費負担  
ている   の拡充を行っている。また、健康診査で異常が発見された妊婦等、ハイリスク  

妊婦に対しては、必要に応じたフォローアップを行っている。  平成20年度以降は、5回以上の実應を検討して  
なお、今般の「産科微急搬送受入体制の確尉こ係る方策」を受け、早期の妊  
娠届出の励行及び妊婦健康診査の受診の勧奨について、さらなる配意を行う  
よう、市町に依持するとともに、県の広報紙やホームページにより、県民に対し  
て広く勧奨を行ったところである  

10  群馬県  枚急部門と産科部門における達挽体  本県の周産期医療を担う12の拠点病  消防機関が周産期救急情報シス了ム壬利用  何らかの理由でかかりつけ医が対応で  l搬送元産科医療亀甲からの受入額翌  地域メディカルコントロール協法会にお  産科医の不足の状況を踏まえ、医師練  分娩費用の把握及び指導・助言は  県並びに市町村においては、ホーム  県では、母子健康手l長の別冊を作成  平成20年度には、ほとんどの市町村で5回以上  

制は確保されているや   院のうち、11の施設は総合病院であ  することはできないが、消肪機関から搬送  きない場合は、各地域の拠点病院（地  依較を受けた総合席産期母子医焼セ  いて、救急搬送全般の事後検証等を行  保修学資金貸与制度や小児・席産期医  行っていない。   ページ及び広縮誌等により、早期の妊  し、全妊婦に市町村窓口にて配布する  の公費負担左予定している。  
リ、同一病院内での連携が回られてお  照会を受けた一般産科医療機関がシステム  域同産期母子医録センターや協力医  ンターまたは地域周産期母子医療セン  う中で産科に係る検証も実施してい  娠届世の推進並びに母子保健手業等  とともに、市町村では、広報誌への妊  
り、残る1医療機関も近隣の総合病院  る。   対策を進めている。  について啓発活動を実施している。  婦健診受診勧奨の掲軋等を行ってい  
と連携を取り、対応している。   接的であるが、利用できる体制はとられて  ど、「群島県周産期医探システム母体・  る．また、象では、妊娠が確認された  

いると考えている。   新生児搬送マニュアル」に基づいた対  妊婦が早期に妊娠届出を市町村へ提  
応が取られている。  出することを推進するため、日本産婦  

人科医会群馬県支部と妊娠届出指率  
業掛こついて業務委托を行い、妊婦へ  
の普及啓発活動を実施している。   

埼玉県  △対応862－。   △対応69肌   △医療計画には周産期医療体制とLて構築，ハイリスク時における連携状況等に  △   都道府県・市町村において、地域住民  
ついては医療対策協法会提言書参照  いて県下36消防本部の協力を得て  に対し、妊婦健康診査の受診勧奨を  

行った母体搬送実整調査によると．本  行っているか  
県で搬送車死産などの事例はない   ○  

健康珍重に公費負担措置がなされて  
いる旨の周知を因っているか  
○   

12  千葉県  救急部門と産科部門との連携体制は  概ね対応できている   ちば救急医療ネットにおいて、膚産期応需  平成19年70月1日より、周産期医療センター及び同クラスの病」環の連携によ   妊婦の救急搬送に閲し、受入困難事  国の統計に基づき、把握している。  把握していない   早期に医療機関の受診や妊娠届出を  全ての市町村において、妊婦健康診  現状では、2回が53市町村∴堰以上が3市町村と  
一部確保されている。  情報を提供している   る母体搬送システムを実施  例が発生したことを受け、意見交換会  勧奨している市町村は、37市町村で  

を開催した。   付制度等を創設し、医師確保対策を実施  あり、啓発の方法は広報・ホームベー  
している  ジのほかに市町村独自の子育てガイド  20年度においては、5回以上に拡大する見込み  

ブックなどの小冊子により啓発してい  である   
るり  
また、妊娠届出時に出産・妊嬉に伴う  
リスク等が考えられる場合は、50市町  

村で家庭訪問等の活動に継続させ、  
保健指導を行なうとともに適正な医療  
機関の受診を勧奨している。   

り  東京都  ・病院によって達緒体制は様々であるが、必要に応じ関係診療科相互で連弟を   ・東京消肪庁総合指令室にシステム場末が  ・東京都保健医療計画（平成20年圧改定）原案において、周産期医療に係る   ・東京都メディカルコントロール協注会  ・産科医師の充足状況を含めた調査を実  ・19年度の周産期母子医環センターの  ・区市町村の母親学級等での地域匡  ・妊婦健診の受診勧奨や公費負担措  ・現行、各区市町村で∴最低2回以上の公費負担  
とっていると理解している。  設置されており、周産期医療情報システム  各医僚機能を担う医療提供施設の役割と相互の連携について記載している。   の事後検証委員会等での検討体制を  施中である。   分娩費用の状況は把握している。  師・助産師等による普及啓発や、妊婦  壷の周知は．受診券配布時に区市町  を実施している。総体的には、回数増の方向へ  

の情報を適宜着用している。   ・産科・産婦人科標繊医療校閲数707施設のうち、分娩取扱施設（基本的に夜   とっている。  ・左記の内容の指導については、行っ  健診受診票結果による区市町村の事  村が実施している。その他、母親芋級  向け取組中である。  
間対応）は192施設である。  ・周産期医壕協儲会に、周産期母子医  ていない。国の明確な見解を示された  
りヽイリスク分娩対応可能な周産期母子医療センター22か所で、24時間の受  い。   
人体制を確保している。  東京消防庁等の委員が入り、屑屋期  

に係る事例等を検討する体制をとって  
いる。  

T4  
時点で、直ちに産科部門へつなぎ、産  制については、把ね確保されている。  情報システムにアクセスし、情報を閲覧する  体制の充実を図ることとしている。  周産期救急医療システムにおける産  成18年、平成19年に実施し、県下の分  て、分娩費用を把握しているが、分娩  し、妊婦健康診喜の必要性や公費負担の実施を含めた「妊娠中の礎康管理」   婦健康診喜の無料受診券または補助券を配布し  
科部門において受入可否の判断や、  ことは可能である。   ・周産期施設や設備を充実するとともに、医額機関の能力に応じた役割分担に   科搬送、新生児搬送の美恵調査を行  娩施設、医療従事者の状況を把握（夜  費用の設定について具体的な指導・助  や「妊婦健診の内容」、「妊娠中の健康相談」に関する情報提供を実施してい   ている。  
搬送後の処置を行う体制を確保してい  ・ただし、周産期救急医療情報システムは、  よる救急体制である周産期救急医録システム及び医療桂閤情報を迅速に提供   い、対応を換言寸している。   間・休日の状況については、未実施。）し  言は行っていない。   る。  ・妊婦健康診査の公費負担回数については、平  
る  ハイノスク周産期救急患者を分娩施設から  する周産期救急医療情報システムを構要している。  ・また、神奈川県産科婦人科医会にお  た上で、医師確保対策に係る具体的な取  ・また、本年1月には、妊婦健康診査の受診勧奨を目的としたポスター（妊婦闇   成19年度においては 各市町何によって2回 3  
場合によっては、産科部門の助言等  高度医僚機閏へ転送することを目的として  いて、定期的に症例報告会などを実施  り紹みを実施（計画）している。  康診査の公費負担措置についても記載）を県で作成し．県内市町村への配布   回．4回、5回となっている。  

バックアップを得た上で、救急部門にお  いることから、敢急車による未受診妊婦服  しており、平成19年廣には、消防桂蘭  のほか、県医師会や助産師会、薬剤師会等関係団体lこ医療枕関や助産院、   ・国通知による公費負担の5回実施については、  
いて受入可否の判断や搬送後の処置  送などシステムの目的と合致しない案件に  との意見交換等を実施した。  藁局等への配布を依持するなど、妊婦健康珍重の受診勧奨や公費負担の周  
を行うこともあるっ  ついては、一般救急と同株、救急隊が搬送  知を囲っている。  が、次年度以降に向けて回数増の実施を検討し  

先を確保することとなる。  ・そのほか、県広報紙や新聞において、女性の健康相談と併せて．妊婦健康  

診査の受診勧奨及び公費負担の周知を図っている。  
・市町村については、ホームページや広報等を用いて、妊婦催衆珍重の受診  
勧奨、公費負担の案内などを実施し、地域住民に対する周知を図っている。  

15   周産期救急情報システムは、パスワードを  県内の周産期母子医療センターは、24時間対応可能な体制をとっている。   開通となった搬送症例は今のところ  県内の産科医矧こついては把握してい  医療桂閤における分娩芦用は把握し  各市町村において、妊娠届時や母親  各市町村において、妊娠届時に、妊婦  H19†01現在、20／35市町村が5回以上の妊  
必要に応じ、産科部門に陪実に連絡が  産科医が院内の緻命救急センターや  付与された消防機関が閲覧できるように  ないが、あった場合は消防機関も委員  るが、個々の医療機関の夜間・休日等の  ていない。   教室などの母子保健事業実施時に、  健診公費負担受診券を交付している  婦健診公費負担を実施している。平成20年度以  
とれる等両部門間の連携体制が確保  該当科に連絡をする等連携体制がとれ  なっている。  となっている周産期医僚協言毒会におい  人員体制については把握していない。  分娩費用は自由診療となっており、  必要な指導・支援を行っている。  まか、県のホームページで各市町村の  降、5匡】以上の公費負担実施市町村数はさらに  
されている。   る病院がある一方で、脳神経科がない  て検証することとなる。   取組については、総合的な医師確保対  

等で対応できない事例もある。  策を実施する中で産科医の確保に努める  の妊婦健診公費負担状況を情報提供  
（地区療機関との連携）  とともに、平成20年度からの重点奨学金  している。   
地区療機関と予め連挽体制をとってい  貸与の条件として産科を含む特に不足し  
る病院もある。  ている診療科に勤務することを盛り込む  

ほか、医師確保・へき地区操支援会注で  
女性医師の支援策について検討してい  
る。   
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16  冨山県  導入している   二次救急を担う輪番制病院の7割が毎日  二次救急を担う輪番制病院の6割が精  二次救急を担う輪番制病院の約7割が  二次救急を担う輪番制病院の半数以  二次救急を担う輪番制病院の半数が  システムの運営を委託されている県医  今年度中にシステムを改修予定であ  新システムで対応予定   更新頻度に比例   行っていない  
更新（うち、お産を取り扱う病院に限定する  確認を行っている   上が伝達される仕組みになっていない  夜間・休日にも入力を行える状簸であ  リ、3月に新システムの説明会を開催  

と9書l以上）   る   する  

17  石川県  平成9年1月より「石川県災害・救急医  1日に2度の更新をお匿いしているところで  まとんどの産科救急医標杜関が精通  約半数の産科救急医僚機関が行って  約3割の医療機関が伝達される仕組  約3割の医療校閲が夜間・休日におい  3日間情報入力が行われなかった鴇  定義や表示項目について．理解が困  設けられていない（r産婦人科」と衷  更新の際に確認してもらうため固定さ  行っていない  

療情報システム」を帝人   ある。   している者が入力している。   いる。   みとなっている   て入力を行える状態となっている  合には、FAXにより督促を行っている。  雉という意見が出ていないため、周知  れていない  
していなし＼。   

18  福井県  専入してし＼る   ・1〔］2匡l更新jるよう指専   ・空床扶況、診椋科別の手術  ・7【∃間更新がない場合は、入力の督  ・定義等を理解しやす〈し、その周知  ・「産婦人科jr産科」の区分が設けら  ・医療捜問の実情に応じ入力されてし1  ・適宜行っている。   18  福井県  専入してし＼る   ・1〔］2匡l更新jるよう指専   ・空床扶況、診椋科別の手術   ■・7【∃間更新がない場合は、入力の督  ■・定義等を理解しやす〈し、その周知  ■・「産婦人科jr産科」の区分が設けら  ■・医療捜問の実情に応じ入力されてし1  ■・適宜行っている。  

している。   ・処芦の可否を入力する体制が確保されている。  促をしている。   も因っている。   れている。   る。   
・産科を有する穀急医探横関  
（以下「産科救急医療位関」という。）のほとんどは精通者が入力し、  

入力者が空床状況等の確認をし、夜間・休日でも入力できる状態になっている。  

1g  山梨県  ○導入している勺   0ほぼ全ての医探楼閣で毎日更新してい  0毎日、更新されている。   ○行っていない。  
る。   る。   画面に表示され、当該医療蛭間に対  ま適切に理解されやすいものとなって  

○しかしながら、医療機関の中には、特定の事務隠員が入力しているため、休日などに入力が行うことができない事例も見られた。   し、県救急医硬情報センター賦員（県  

が事業委託〉が直接．督促を行ってい  

る。   
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ろはこれまで相談  

妊婦の救急搬送に関し、医療機関へ  ぱ相談助言を行うことは可能。  
の連絡方法等を示した手順書等がある  

照会応答マ＝ユ7ルが作成されている  
か。  －13の消防本部のうち、手順書がある  

→作成されている  のは2ケ所  

マニュアルが医僚機閤の陰員のみなら  
ず、地域の消防本部にも情報共有され  
ているか。  
一ホットラインがないところは共有して  
いる   

荘  体制がと‾れている  定められていない   図られていない  
に医師等の受入判断を行えるものが   傷病者の観察が可能となっている。な   間に「救急救命士の特定行為に関する  消防本部の搬送先医録捜関について   
直接応対する体制がとられている  やかに受入判断の照会を行える体制  お、手順書がある消防本部は11消防  指示協定」が締結され、特定行為に係  

が確保されている。マニュアルについ  本部中2となっている。  る指示をもらうための体制が確保され  
．ては障員のみで情報共有されている   

－8   
・産科救急医療捜関のほとんどで敷設  負・、昌  県境を越‾る搬送に関して  本県の周産期医療体制においてはリ  パスワードの共有等の救急システムの  

‘‾‾る者が南  されている   」ている。   
スタの高い妊娠や高度な新生児医僚  共有化については、情報システムの運  

接応対する体制がとられている。  ・対応青ば医師等になっている。  疾病別の搬送実態は把握可能であ  
妊婦の籾煽傭送で間遠とた‾   

ている  

ことができる環境づくりを推進するた   

ては障員のみで情報共有されている  ている  

福井県  ・産科救急医療横間のほとんどは直ち  ・産科枚急医療杜関のほとんとは作成   配置されている。   可能である。かかりつけ医に行き、そ」  婦の救中 ロ ▲  ス． ＿  本県の周産期医療体制においてはリ  

に医師等の受入判断を行え 但  されている   」ている。   から総合周産期母子医環七ンクー等に   スタの高い妊娠や高度な新生児医僚  共有化については、情報システムの運  

接応対する体制がとられている。  ・対応青ば医師等になっている。  連絡、搬送する体制になっている。  の場合の体制はとられている。  る。  を提供し、安心して子どもを産み育てる   用方法の良いや県内患者の受け入れ  
る。  先の確保の観点から、実現は困塑な   

め、平成16年度から県立病院内に総  
合母子医療センターを泣言するととも  
に、県内の主要な病院を地域局産期  
母子医療センターに指定し、NICUで  
低出生体重児の治瘡に当たってきた。  
また、NICUが満床扶箆で推移する  
中、県立病院のNICUを増床し、県内  
で治療ができる体制を積極的に進めて  
きた。  

しかし、重篤な患者であり、県内  
で手術等ができない場合など、限られ  
た事案について、隣県の石川県や近  
畿の大学病院等へ個別具体的に受け  
入れの要請を行い、手術等の処置を  
行っている。こうしたことは、主に県立  
病院や福井大学附霜病院が実施する  
こととなり、随時実慧の把握に努めて  
いる。  

また、近畿2府7県において、棄  

良県で起こった事案を受けて、平成19  

年9月に近畿フロック局産期医療広域  

連携体制の確保に向けた検討を行い、  
実施要領を作成の上、近畿地域での  
広域的な患者の受け入れ連挽体制を  
捕吏し．各府県における広域連携調整  

拠点病院を設置したところである。本  
県においては、総合周産期母子医療  
センターのある県立病院が、県外医療  
機関からの受け入れ要冨引こ対する窓  
口となって調整にあたることとなってい  
る。  

■う   ○搬送先の選定に困難をきたす消防   
開からの搬送照会に対し、直ちに医師   環の知識を有する隠員が救急隊に配   本部においてルールが定められてお  

等が対応できる体制が整備されてい  置されている。   の救急搬送に対し医探愴関への連絡  t【昭A  

○半数程度の医療桂関でマニュアル  方法を示した手順書を作成している消  ている。  る。   
る。   

の作成が進んでいるが、作成している  防機関は少ない。   

医療捜関でも消防校閲にそのマニュ7  
ルを提供しているのは少ない。   
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交付時、母親教室等で実  

いる旨の周知を回っているか  
→新聞、公報等で周知   

17  石川県  まとんど全ての産科医療機関において   消防縫聞からの要請に対し、総合周産期母  構要されている   確立している   行われていない   把握している。また、産科医を目指す医  把握している   日本産科医会石川県支部及び日本助    県広附こ掲載し周知を行うとともに、実平成19年度より、全ての市町において公乗員担  
確保されている  子医環七ンターが必要に応じ周産期救急情  学生については、修学資金を貸与するな  産師会石川県支部、市町との達観に  

報システムを着用し、適切な受入先につい  ど、産科医の養成・確保に努めている。  より、啓発活動に取り組んでいる。（倣  

て調整することとしている   病院で常時受け入れ体制をとっている  やか妊娠育児支援強化事業等）  

18  福井県  全ての産科救急医療機関で前段の連携体制が確保され、全ての分娩取壊医    本県の周産期医療情報ネットワークは、広  全ての分娩取扱医療機関が夜間も分  確立している   問題となった事例の報告はないが、万  医療機関ごとの産科医の配置状況を把  把握している。   妊婦鍵康診査の受診、早期の妊娠届出   の勧奨lこついて、機会を捉えて、各市 すべての妊婦に対して．妊婦健康診査の一部無  

僚機関で後段の連携体制が確保されている。  域災害救急情報システムの追加メ＝ユーと  娩を取り扱っており、空白時間需はな  ー、開祖の事例が生じれば既存の協  握している。   不適当と思われる事例がないため、指  町に周知している。また、市町において   ま、広報誌やホームページ等で普及腎料化（3巨】～14回）を実施している。  

い。                リスクの高い妊娠や高度な新生児匡標の提供を行うため、総合周産期母子    して整備し、情報を蓄積するサーバーを共有  措会で検量正可能   具体的な取組も実度している。   串等は行っていない。   発するとともに、妊婦位康診査の助成制   度について、医療練関の協力も得な  また、本県独白の取趨みとして．3人目以降の  
医療センターにおいては、24時間体制で母体や新生児を管理しており、救急  がら、周知を図っている。  妊婦に対しては、県の補助制度を設け、妊婦催  
指定病院に指定されていることから、救急搬送があった場合の緻急部門と周  康診査を原則無料（14回まで）とし、出産にかか  

産期医療部門の連携体制は、確保されている。また、地域周産期母子医療セ  る費用の軽減を因っている。   
ンクーの各病院においても、リスクの高い妊娠等に対応するための医療体制を  
整えている。さらに各病院の代表や救急部門で構成する周産期医療協届会に  
おいて、救急搬送体制等について検討し、卦十人れ分担をするなど、さらなる  
連携を周っているところである。  

柑  山梨県  分娩を扱う全ての病院において、救急   分娩を扱う全ての病院において、産科  現行システムでは消防橙関が利用できる体  構築されている。  行われていない。   充足状況について把握しており、また、  把握している。   ○県では県愛育連合会などを通じ県民1   こ対し情報提供や啓発活動などを行っ ○全ての市町村が県内共通の受診票により国が  
部門と産科部門との連携が腐られてい   部門と同一医療圏の他の病院の枚急  制がとられていないが、本年度、システムの  各種の医師確保対策を実施  ている。  示した健診時期，項目を参考として、5回の公費  

る。  部門との連携が図られている。  見直しを行っており、次年度から消防控関が  （例卜奨学金  ○また、市町村では妊婦届提出時等に  
利用できる体制になる予定。  いて説明している。  の市町村ではさらに独自の健診助成を行ってい   

る。これらの平均回数は564回であり、昨年8   
月の全国平均である28回を大き〈上回っている   

ことや、国が原則としている5回を超えていること   

から、現段階における本県の公費負担妊婦性診   
の水準は、十分とはいえないまでも必要レベルを   
満たしている。   
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・次に、夜間・休日における医師の在否や空床状況などの把握・絃正方法についての調査では、把握・確認方法が平日昼間とr異なる」とした医療機関は26  

32（47．1％）で、さらに、25（36．8％）の医療  

緩朋は「更新していない」と回答している  
（回答数二68）  

・なお、情報の更新綴度の改善の可能性  
については、1日2匡け†限度ニ25（38．5％）と  

回答している一方、随時：27（41．5％）、1日  
3恒】：8〈12．3％）と、更新挽度を増やすことを  

可能とする回答もあった。更新婦虔を改善  
するための条件として、「人的体制の整備」  
や「病院内システムとのシステム連携」を掲  
げている。（回答数：65）  

＜改善可能†生の条件＞  
・病院内システムとのシステム連携が  

必要（各給椴科における直桟入力）  
・院内の人的体制の整備（オペレー  

クーの専任化）  
・システム上のルール化が必要  

＜改善は必要としないとする意見＞  

・基本的に昼間、夜間で勤務が変わる  
ため、2回以上にする必要性が無い。  

・応需情報に急な変更が無いため。  
・現行のままで間顎は無い。  
・「救急医額情報の把握・提供体制等に  
関する調査jにおいて、消防校閲からはリ  

アルタイムの情報更新を望む回答があり、  
情報の提供者側と利用者側とは意鼓の差  
が伺える。   

21  岐阜県  岐阜県広域災害・救急医療情報システ  医療機関によって更新頻度が異なる。  医療機関によって対応が異なる。  今回、マニュアル作成にあたり．更新  着用しやすいシステムの改修をすすめ  システム改修の際に、「産科jのみの  医療憶関によって対応が異なる。  特に昭会は行なっていない  
ム（以下ーシステム」という）を平成13年  が適時になされていない医僚機関に  
度から導入。今年度改修を行なってい  ついて状況を聞き、対応を依挿した。   進める。   
る。   

るよう依総予定。   定。   

ZZ  静岡県  導入している   1日1回（90％以上の参加医額像間がウリ  ・空床状況や手術等の状況は入力の都度、入力担当舌が確認している。情報が自動的に集約されるような体制をとる病院も3割程度ある。  システム管理者（静岡県）が医療撞蘭  文書にて周知している。   設けられている   病院の状況に応じて変更はなされてい  
ア）   ・休日・夜間の入力当番を明確に決めている病院は2割程度。  に対し、督促を行っている。  る。   ある場合、電話にて照会しているb   

Z3  愛知県  導入している   平成19年12月の状況によれば、305の参  更新頴度は、医療機関によってバラツキがある。毎日10回以上更新する医療捷閏も若干ながらあるものの．多くの医療機関において、空床情報や医師等医    委託先である県医師会の救急医陳情  平成柑年6月、従来のシステムを見直  設置している   
加医療機腰における応需日数の平均値は  1日あたり複数回情報更新する医療機  妻托先である県医師会の穀急医療  

報センターにおいて、毎日更新状況を  
236日であったまた、1日あたりの応需回  

関が多いことから、表示内容が固定化  
確認L．更新していない医療機関があ  

数の平均値は、1．7回であった。  
しているとは考えていない。   着からの問い合わせに対応する曙、患  

れば督促する体制をとっている。   
したがって、ある一定の更新頻度は保た  のシステムの参加機関に対して説明  

者の症状に応じた医療機関を紹介する  
れていると考えている。  

ため、システム情報から選択した医探  
会を実施し、参加校閲すべてに綬作試  

しかしながら、月に数回しか更新しない  
機関に、受診可能かどうかの電話確認  

明書を配布、24時間対応のヘルプデス  
医療楼閣や、一日1回しか更新しない医療  

を必ず行っており、誤りがあった場合  
クを設置しているが、現在設定されて  

憶関もあることから、すべての医療機関に  
は、可能な限リシステム情報を修正し  

いる応需情報等に係る定義や表示項  
おいて即時性が確保されているとは言い  ている。   

目などについては、理解しにくいものと  
粗い。   思われる。  

24  三重県  専入している   各医療機関により異なるが、一日につき何  確認を行っている  伝達される仕組みとなっている  夜間・休日に入力が行うことができる  行っている   図っている。   設けている  
回か更新されている。   

25  滋賀県  導入」ている   1日2回（朝9：30まで、夕方け30まで）の応  ・精通している（24病院）   ・『はい』（24病院）   ・いつでも入力可能（23病院）   1E】2回の自動寄促（g：30、け30）と、  周知を図っている。   
需情搾の更新をお願いしている。  ・あまり精通していない（1病院）  

設けている。  
・白による（4病院）   県担当】随員による督促（10：00．18て00）  

入力情報の中に題厨があれば必要に  
・状況が変わるたび随時更新（1之病院）  

応じて確認をしている   
を行っている。  

・1日2回更新（19病院）  病院）   ・定期更新時間になったら、入力担当者が医師等に確認を行う機関がほとんど  
である。  
・状況の変化があれば、看護部等から入力担当者へ連絡が入る、という体制  
の機関が多い。（16病院）  
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・受付暑が対応可能な医師に状態等  本部がそれぞれ1本部ずつあった。（回  

について指示を得る。  答致：14）   

・照会対応マニュアルの作成につい  
ての調査では、作成している医療憶関  
は26（34ヱ％）という結果でした。（回答  

数：76）  

・また、照会対応マニ1アルを作成し  

ている医療機関において．当主毎マ＝ユ  

アルを消防横間と情報を共有している  
医療捜開は、8（3Z．0％）という結果でし  

た。（回答数：25）  

・なお、消防線開からの搬送照会へ  
の対応について、平日の昼間若しくは  
夜間・休日に「その他の方法」とする医  
療機関（30）における照会対応マニュア  
ルの作成については、作成している匡  
療機関は7（23．3％）という結果でした。  

（回答数：30）  

21  岐阜県  三次原産期医療機関及び救命救急セ  速やかに対応するl院内体制は謎保さ  三次周産期医療緩聞及び救命救急セ  三次周産期医療機関及び救命赦急セ  配置されている。   県レベルのマニュアルを作成している。  各消防署において、必要な体制が取ら  現在、特にメディカルコントロール協謹  件数を把握している。   他県からの受け入れは行なうが、搬送  パスワードの共有を行っていない。  
ンクーにおいては、ほとんどが医師等  れている。   ンクーにおいては、ほとんどの医療機  ンクーにおいては、ほとんど記録が取  れている。   会での法論は行なわれていない。今  ましないという高度医療機関もあり、  
が直接対応する体制がとられている。  後、マニュアルの周知や課送の検討を  地域の実情（隣県の医痩機関が近い  
一部の医療機関のみ事務者が対応し  部の医療機関において、院内体制が  行っていただくよう進める。  等）によって各医療機関による連携休  
ているが、判断できる医師に連絡する  整えられていることからホットラインを設  制がとられている。   
体制が取られている。   定していない。   

22  静岡県  最初の応答舌が医師・看護飾の病院  応答マニュアルは6割の病院が明文  ホットラインの設置病院は8割。設置病  8割の病院が応答記録を作成。  配置されている。   観顎は可能である。   体制がとられている。   県内全域で地域メディカルコントロール  県境を越える搬送実悪があることは承  救急搬送業務は市町村の業務であ  図ることは可能である。  
が約4割。その他は事務職員が応答し  院のうち8訓ま医師・着座廊が応答。  妊婦の救急搬送に関する手順書等は  協謹会を設置（8地域）。事後検証会等  

直ちに救急部門へ転送。   ない。  を駆催し検証、相談、助言吉行ってい  
る。   」ていない。   愛知県、神奈川県との間で相互に応  

提出動することがある。   

Z3  愛知県  枚命救急センターにおいては、消防  全＃命較急センターにホットラインの  較命数急センターで、搬送照会に係  配置されている（消防本部致 37消防  可能な消防本部数（4消防本部）  体制がとられている消防本部数（10消  国の通知に基づく常時指示体制はとら  本県では、常態化した県外搬送の実  搬送を†〒う救急好が患看の希望等に  隣接する他の都道府県等との応需情  
機関等からの搬送照会に対し、担当医  敷設がされている。   る応答記録を作成している。   本部）   手順書等のある消防本部（33消防本  れているい   箆はないと承知している。   より判断し、搬送を行なっているものと  
が直接対応する体制がとられている。  部）   理解している。   

24  三重県  とられている  敷設されている  作成していない   配置している   奴等可能。手順書は無い。   無   有   把握している   定めている   共有化されている（奈良県・和歌山県）   

対応者は医師等と定められている  

25  滋賀県  33病院中17病院でとられている。  体制が確保されていない病院10病院  ホットラインの敷設 58％   作成率 55％   配置されている。   可能である。   現地の救急隊と指令センターとが連携  7地域のうち、3地域で体制が整備され  他県の医療機関への搬送数は把握し  定めていない，   図っていない。  
内訳  うち、対応者が医師等と定められて  消防学校救急科では、妊婦に関する  ている。   ている。   
・マニュアル作成10／16病院  教育科目があり、全ての救急隊員は晋  

うち、情報共有3／10病院  得してしヽる。  
4滑防本部で教育訓練を実施してい  
る。手順書はない。   
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